
　貸　借　対　照　表　 　貸　借　対　照　表　

平成27年3月31日現在 平成28年3月31日現在
(単位＝千円)

    科　　目    　金　　額 科　　目 　金　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 7,073,404 流 動 負 債 4,386,933

現 金 預 金 1,006,645 支 払 手 形 624,655
受 取 手 形 771,149 買 掛 金 2,591,063
売 掛 金 3,451,097 一年以内返済予定の長期借入金 21,650
有 価 証 券 1,600,000 未 払 金 563,632
製 品 及 び 商 品 71,608 未 払 法 人 税 等 243,274
材 料 及 び 貯 蔵 品 76,664 前 受 金 67,251
前 払 費 用 35,048 預 り 金 75,378
繰 延 税 金 資 産 61,685 賞 与 引 当 金 88,004
そ の 他 18,163 役 員 賞 与 引 当 金 11,640
貸 倒 引 当 金 -18,654 そ の 他 100,385

固 定 資 産 1,948,872 固 定 負 債 38,321

有形固定資産 1,263,702 繰 延 税 金 負 債 24,674
そ の 他 13,647

建 物 277,994
構 築 物 141,364
機 械 装 置 137,468 負 債 合 計 4,425,254
車 両 運 搬 具 2,004
器 具 備 品 18,502
土 地 672,854
建 設 仮 勘 定 11,984
そ の 他 1,532

無形固定資産 51,573

の れ ん 83
ソ フ ト ウ ェ ア 48,093
そ の 他 3,396 （ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 180,000
投資その他の資産 633,597

利 益 剰 余 金 4,373,970
投 資 有 価 証 券 85,848 　
関 係 会 社 株 式 300,000 利 益 準 備 金 50,055
出 資 金 3,730 その他利益剰余金 4,323,915
関 係 会 社 出 資 金 85,329 （うち当期純利益） (490,503)
長 期 貸 付 金 3,729
破 産 債 権 等 936
長 期 前 払 費 用 12,350 株式等評価差額金 43,052
前 払 年 金 費 用 53,820
そ の 他 89,158
貸 倒 引 当 金 -1,302 純資産合計 4,597,022

 資　 産 　合 　計 9,022,277 負債及び純資産合計 9,022,277  資　 産 　合 　計



個別注記表

自 平成26年 4月 1日
至 平成27年 3月31日

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　切り下げの方法）により算定しております。

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産・・・・定率法

　　　 ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（付属設備を除く）については定額法を

採用しています。

　　②無形固定資産・・・・定額法

（３）引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　　 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を原則用い、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

います。

　 　　②賞与引当金

　　 従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しています。

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しています。

２．一株当たりの情報に関する注記

（１）一株当たりの当期純利益 136,251円

（２）一株当たりの純資産額 1,276,951円

　　
３．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 1,558,757,921円

（２）受取手形割引高 0円

（３）受取手形裏書譲渡高 0円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当該事業年度の末日における発行済株式の数 3,600株

（２）当該事業年度の末日における自己株式の数 0株

（３）剰余金の配当に関する事項

　　　平成27年6月22日開催予定の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。

　　　　・配当金の総額 196,201,400円

　　　　・１株当たり配当金額 54,500円

　　　　・基準日 平成27年3月31日

　　　　・効力発生日 平成27年6月23日

５．重要な後発事象に関する注記

　　特にありません。

６．その他の注記

　　特にありません。


